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質問順 ①

質 問 事 項 質 問 要 旨

２番 大 野 翠

１ 自宅における熱

中症対策について

近年、夏季の猛烈な暑さは「日常」となりつつあり、熱中症によ

る救急搬送者が全国で増加中です。特に住宅内での発症は重大であ

り、総務省消防庁によれば、令和６年の夏には全国で約９万７千人

が救急搬送され、そのうち約４割が住居内での発症と報告されてい

ます。本町においても、特に高齢者や単身世帯で自宅内熱中症の危

険が懸念されます。国・府の熱中症警戒アラートに加え、町として

独自の対策を強化する必要があると考えます。そこで本町の見解を

伺います。

（１）現在、自宅における熱中症予防に向けた取組やその課題につ

いて、具体的にどのように進められているか。

（２）熱中症による救急搬送者数と、発生場所別の傾向について。

（３）猛暑時におけるクーリングシェルター（避暑所）の設置状況

について。

２ 学校プールにつ

いて

令和４年度９月会議で、「学校プールについて」の質問を行いま

した。本町の小中学校に設置されているプールは、約３０年以上前

に整備されたものが多く、老朽化が進んでいます。プールの維持管

理には、水道光熱費や薬剤費、清掃費に加え、修繕・更新費用とし

て多額の経費が必要です。しかしながら、授業における使用は年間

でおよそ１０数時間程度にとどまり、夏季以外には活用されていな

いのが実情です。一方で、学校プールは児童生徒の水泳学習の場と

してだけでなく、夏季休業中の補習や水泳教室、地域開放を通じて

町民の健康づくりや交流の場としても一定の役割を果たしてきまし

た。また、防災面では、大規模災害時に防火用水や生活用水として

活用できる可能性も指摘されており、教育施設を超えた地域資源の

一つとして位置づける視点も必要です。

近年、全国的に学校プールの存廃が議論されており、近隣でも民

間スイミングスクールや公共温水プールを活用する形に移行する自

治体が増えてきました。これにより、①維持管理コストの削減、②

温水施設を利用した通年指導、③専門インストラクターの活用によ

る指導の質の向上などの効果が報告されています。一方で、移動に

伴う安全確保や授業時間の確保、地域での水泳学習環境の格差拡大、

さらに学校プールを失うことによる地域住民の利用機会や防災機

能の喪失といった課題も指摘されています。こうした利点と課題を

踏まえ、本町においても教育的効果、財政負担、地域コミュニティ
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や防災の観点を総合的に検討し、今後の方針を明確にしていく必要

があります。以上の観点から再度質問いたします。

（１）水泳授業や夏季休業中の補習・地域開放など、現在の学校プ

ールの利用実態は。

（２）老朽化が進む中での課題認識と、教育委員会としての現状評

価は。

（３）民間スイミングスクールや公共温水プールを活用するなど、

学校プールに代わる外部施設利用の可能性について、その後の

本町の検討状況は。

（４）外部施設を活用する場合の児童生徒の安全確保、授業時間の

確保、指導体制の在り方についての見解は。

（５）学校プールの教育的役割に加え、地域住民の利用機会、防災

施設としての機能も踏まえた上で、学校プールの存続か外部施

設利用への移行かを含めた今後の方向性は。

（６）本町内に町営のプールを設置するための検討は。
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質問順 ②

質 問 事 項 質 問 要 旨

１６番 大 森 美 鈴

１ 町立中学校制服

の高価格による保

護者負担軽減策に

ついて

本町の町立中学校における制服の価格が、保護者から「高額で負

担が大きい」との声が寄せられています。物価高騰や少子化の中、

義務教育の段階での保護者負担軽減は喫緊の課題であり、制服価格

の適正化や購入方法の見直し、リユース制度のあり方など、多角的

な検討が必要と考えますが、現状と課題、そして町の考えを伺いま

す。

（１）本町の町立中学校の制服価格は、近隣市町の中学校と比較し

てどの程度の水準ですか。

（２）制服の価格決定の仕組みはどうなっていますか。

（３）制服購入費の負担軽減策について町の考えは。

（４）制服リユース制度を負担軽減策として、町として支援または

制度化する考えはありますか。

２ プラスチックご

み削減の取り組み

について

近年、脱プラスチックへの関心が高まり、環境負荷の軽減に向け

た様々な取り組みが全国で進められ、本町でも令和５年３月に策定

された「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」の概要版の基本理念と

して「環境負荷が少ない『循環型社会』の構築」を掲げております。

また、具体的方針として「生ごみの水切り徹底」や「プラスチック

や雑がみなどの資源物のさらなる分別徹底による再資源化促進」を

盛り込み、ごみ排出抑制や資源化の推進を明記しています。この基

本理念と方針に基づき、公共施設における使い捨てビニール傘袋の

削減策として、「傘の滴取り機」の導入を提案致します。以下の点

について伺います。

（１）プラスチックごみ削減について、町としての取り組みの現状

は。

（２）町民の環境意識をさらに高めるためにも、使い捨てを減らす

行動を促す啓発活動と合わせて、公共施設への、「傘の滴取り

機」の設置を求めるが、町の考えを伺います。
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質問順 ③

質 問 事 項 質 問 要 旨

１１番 坪 井 久 行

１ 祝園分屯地の火

薬庫増設の問題に

ついて

令和７年７月２４日、２６日に行われた住民説明会では、多くの

住民の皆さんが参加され、不安の思いを表明され、疑問を質問され

た。防衛省から回答はあったが、弾薬の種類や量、保安距離など、

住民の知りたいことは「防衛機密」という理由で答えず、「本当に

安全だろうか」という住民の不安は決して解消されていない。それ

でも、８月１８日から造成工事に着工し、強引に火薬庫増設が進め

られている。

このような事態にあって、多くの住民が工事を監視し、抗議の声を

上げている。このような状況を踏まえて、以下の点を伺う。

（１）火薬庫の整備の目的について、「国民の命や暮らしを守り抜

く上で、日米同盟を基軸として、反撃能力（敵基地攻撃能力）

の保有を含む防衛力の抜本的強化を推進する。そのために、祝

園弾薬庫を含み、全国の複数箇所で火薬庫の整備を進めている。

このような防衛体制の強化により、わが国への攻撃に対する抑

止力・対処力を高めることで、わが国への攻撃の可能性を低下

させる」としている。

しかし、このような「抑止力・対処力の強化」は、決して「

我が国への攻撃の可能性を低下させること」にはならず、逆に、

「軍事対軍事」の緊張関係を高め、不安定な東アジア情勢の下

で、長距離ミサイルを保管する基地に対して、報復攻撃を引き

起こす危険性が高まるのではないか。その結果、かつての太平

洋戦争のような空襲や被爆の悪夢の再現や、現にウクライナや

ガザで起こっているような重大な悲劇への懸念が強まる。その

危険性をどう考えられるか。

（２）火薬庫の内容について、「防衛機密」として「回答は控える

」としつつも、一般論として「小銃弾や誘導弾（ミサイル）」

の保管の可能性を認めており、これは注目すべきである。しか

も、ミサイル発射の可能なアセット（装備・装置）については、

「現時点で配備計画はない」としているが、『現時点で』とい

うのは、「将来は変わるかもしれないことを念頭に置き、現在

について言及する表現」であり、将来的な配備の可能性を否定

するものではない、と考えられる。本町の見解は。

（３）火薬庫の安全性について、「火薬類取締法等に基づき必要な

保安距離を確保している」とのことだが、火薬庫の内容も公表

せず、必要な保安距離を確保しているといえるのか。因みに、
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１９６０年の米軍から自衛隊への移管時に７千トンの保存量が

示されたが、その量だけでも、自衛隊の保安距離を式に基づき

計算すると、約３ｋｍとなる。これは精華町の面積規模に相当

するが、それでも万一の場合、住民は瞬時に３ｋｍ外に避難で

きるのか説明を。

（４）米軍との共同運用について、「現時点で、米軍との共同使用

や米軍弾薬の保管を行う計画はない」とのことだが、これも『

現時点で』ということであり、将来的な共同運用の可能性を否

定しているものではないと考えられる。既に舞鶴海上自衛隊基

地では、米軍属（米軍から管理委託された米国民間会社の技術

者）が配備されているが、祝園も、米軍属の配備を含む「米軍

との共同運用」の可能性があるのでは。

しかも、核兵器の持ち込みについては「非核３原則を堅持す

る」との回答であるが、現在、陸海空自衛隊の統合作戦司令部

が発足し、米軍の指揮系統の下に組み込まれている中で、トラ

ンプ政権の下で「核抑止力」の強化が叫ばれており、それを絶

対に拒否できるという保障があるのだろうか。

さらにいえば、１９６０年に締結された「防衛省や自衛隊と

精華町との『確認書』では、「核兵器の持ち込みはしない」と

あったが、その『確認書』さえ、防衛省も精華町も「契約的な

意味合いはない」と表明している現在、『確認書』に基づき、

「核兵器は絶対持ち込まないように」と強く要請できるか、見

解を伺う。

（５）分屯地内の活断層について、「現時点で分屯地の南縁及び東

縁以北においては分布していないことを確認している」とのこ

とであるが、これも『現時点で』とあるように、今後の調査に

よれば、東縁には煤谷川沿いに未知の活断層がある、大きな可

能性を示しているのではないか。しかも、分屯地の西側には、

現に政府が使用している「産業技術総合研究所の「起震断層・

活動セグメント」に「松野山活動セグメント」という活断層が

明確に存在している。国に再調査を求められたい。見解を伺う。

２ 狛田地域の保育

所の拡充整備につ

いて

現在、狛田地域の新住民の中で、保育所への入所を希望しながら

も、定数いっぱいのために入所できず、かといって、入所可能ない

けたに保育所では遠距離なために通園できない。実質的な「入所待

機児童」への権利保障をいかにするか、見解を求める。
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質問順 ④

質 問 事 項 質 問 要 旨

６番 辻 井 崇 余

１ 精華町役場庁舎、

及び図書館におい

てのトイレ状況に

ついて（その２）

令和７年度６月会議でも質問しました、精華町役場庁舎、図書館

のトイレについて、改めてご質問いたします。

最近のカムチャッカ巨大地震、将来的に起こると言われる南海ト

ラフ巨大地震に対する不安や、陸上自衛隊祝園分屯地における火薬

庫増設など、住民の災害意識や危機管理意識は精華町内で高まって

います。

実際に災害等が起こった場合は心身ともに疲弊する事も想定され、

特に高齢者の方やご病気で体力の無い方、臨月の妊婦さんや障害の

ある方は、その様な状況下で和式便座では踏ん張る事も難しいと、

前回の私の一般質問を聞いた住民の皆さまからもお声を聞いていま

す。又、災害時は、日々の入浴もままならない状況も考えられます。

入浴が出来ない環境で排泄時だけでも洗浄出来たり、清潔に保つ事

は、災害時の感染症を予防する意味でも大切です。精華町は確実に

高齢化が進んでいます。２０２０年に世界中を震撼させたコロナウ

イルス以降、日本国民は、勿論精華町民は衛生管理の意識について

も敏感になりました。トイレは、誰もが必ず一日一回は利用します。

このことからも、洋式便座の普及、温水洗浄便座の設置の必要性を

改めて感じており、トイレについて再度お伺い致します。

（１）精華町役場庁舎内、図書館のフロアごとの、男女別における

洋式便器の設置状況は。

（２）精華町役場庁舎内、図書館のフロアごとの多目的トイレにお

ける温水洗浄便座の状況は。

２ 粗大ごみ収集に

ついて（その２）

令和７年度６月会議において質問しました、精華町の高齢化が進

む中での地域のごみ収集に関しては、私の質問だけでなく、沢山の

議員の方からも質問が出ていました。それだけに多くの住民の方々

のお声が出ているのだと認識しております。そこで改めて精華町内

の粗大ごみに関して質問をします。

（１）前回の答弁では、粗大ごみに対する戸別収集については財政

的な大幅な負担増、人員確保等、様々な課題を理由として実施

する考えはないとの事でした。現在精華町は、粗大ごみに対し

て基本的には無料としていますが、将来的にどのようにお考え

ですか。

（２）粗大ごみの新たな戸別回収の考えはない中、現在の行政サー

ビスをそのままで、他の回収方法は有りますか。
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３ 精華町での花火

大会開催について

我が町精華町は、関西文化学術研究都市に位置しており、国立国

会図書館や多くの大企業等もあり、ポテンシャルも高い町として周

りからも注目されています。精華町の大きなイベントとしては、現

在はせいか祭りを一番に連想されると思いますが、近隣の生駒市、

木津川市においては、大盛況の花火大会が今年も開催され、住民か

らも、精華町でも花火大会を開催してほしいという要望をよく聞き

ます。精華町の新たなイベントとして、大人から子どもまで楽しめ

る花火大会を開催する考えは。
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質問順 ⑤

質 問 事 項 質 問 要 旨

１８番 山 下 芳 一

１ 自動運転ＢＲＴ

（バス高速輸送シ

ステム）について

令和５年度１２月会議一般質問以来４回、地域公共交通とも関わ

って、積極的に自動運転ＢＲＴ推進に取り組むようにと質問をして

きた。当初は「京阪奈新線」優先で、自動運転ＢＲＴには否定的で

あったが、昨年度後半あたりからは否定的だったものが消極的なも

のに変わってくると共に、自動運転ＢＲＴへの理解も示すように変

わってきたと思う。このような折、今年度の８月２９日～９月２日

に「自動運転バスの体験試乗会（一般向け）」が京都府やアイサン

テクノロジー（株）等の主導で、本町「けいはんなプラザ～けいは

んなオープンイノベーションセンター間（往復３㎞）」にて実施さ

れた。そこで、自動運転ＢＲＴについて、現在の本町の見解を伺う。

２ データセンター

に関わる環境問題

について

令和６年４月の華創で、「新たなデータセンターの立地をめぐり、

これまで経験したことのない深刻な環境問題が発生」と町長が述べ

られて、町民の多くがデータセンターへの関心や不安等を持った。

この対象となったデータセンターの建設も概ね終わった。データセ

ンターの環境問題等については、これまで数回の一般質問を行った

が引き続き伺う。

（１）以前の一般質問で、環境問題とは何かという質問に対しての

答弁は、主に景観の問題であるとの認識であったと思うが、景

観に加え、大型発電機稼働時の臭気、振動、騒音、排ガス等の

課題をどのように考えているのか。既存のデータセンターや現

在建設中のデータセンターも含めて伺う。

（２）町長の言う新たなデータセンターが令和７年７月１９日（土

）に多くの大型発電機を稼働させた。本町職員も視察したのか。

視察したならば見解を伺う。

（３）データセンターの環境問題に対する今後の本町対応を伺う。

３ 子どもの居場所

と安全について

（１）恒常的な子どもの居場所としての、公民館的な施設、児童館、

図書室等かこれらに類するものが町内の何カ所かに必要だと思

うが如何か。

（２）子どもの居場所の一つとしての放課後児童クラブの設備・環

境について伺う。

① 建屋における児童１当たりの床面積は。

（床面積÷登録人数）

② 学習用机・イス（小学校と同等の物）の設置割合は。
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（登録者数に対しての概ねの割合は）

③ ファックス・業務用パソコン・Ｗｉ－Ｆｉ・コピー機・印

刷機、防犯カメラの設置状況は。

④ ランチ室（食事場所）を別途設けている放課後児童クラブ

の数は。

⑤ 現状の放課後児童クラブの環境改善が必要だという認識は

あるか。

（３）公園等の必要な場所への防犯カメラの設置が必要だが、現状

と今後の予定を伺う。

４ 違法な盛り土の

対応について

これまで幾度となく「違法な盛り土」について質問してきた。令

和７年度６月会議でも質問したが、度々答弁が滞り、今後の対応に

不安を感じた。担当部署の変化もあったかもしれないが、今後の積

極的な対応を望む。

その対応の一つとして、京都府の「盛土対策チーム」と連携はと

れているのか。また、実効的な対策は、どうしていくのか。

５ 地区集会所の新

築建て替え等につ

いて

令和７年度６月会議で、今まで長期にわたり自治会や住民の方か

ら、「精華町地区集会所の新築等費用分担金徴収条例」や同条例の

減免要綱について、行政に意見・苦情・質問等が寄せられてきたこ

とがわかった。町としては、長年にわたり検討はしているが、自治

会の加入率減少、集会所の在り方の変化（今後の在り方・今後の統

廃合の有無）、町財政等を理由に、対応や方針が全く見えてこない

状況であるとの答弁と認識した。課題をしっかり認識しているのに、

このような状況でよいと思っているのか。明確な見解と今後の見通

しを伺う。
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質問順 ⑥

質 問 事 項 質 問 要 旨

８番 尾 﨑 智

１ 育児支援体制の

強化について

昨今の日本の育児環境は、非常に余裕のない状況となっています。

私はその原因が大きく２点あると思います。まず１点目が、「共働

き率の増加」です。総務省統計局の労働力調査によると、２０００

年時点の共働き率は約５０％でしたが、２０２４年では約７２％に

まで上昇しています。共働きでの子育てはとにかく時間の余裕があ

りません。

次に２点目が、「親世代の就労率の上昇」です。頻発する子ども

の疾病等により、子どもが保育園や小学校・学童に行けず、誰かが

お世話をしないといけない状況があります。近所に時間に余裕のあ

る親が住んでいる、となれば手助けを求めることができるかもしれ

ませんが、現在の子育て世帯の親世代は定年延長や経済的理由等に

より、就労している割合が上昇してきており、２０２４年では６０

歳～６４歳の約７５％が就労し、親世代も忙しい方が増えてきてい

ます。

子育ての手助けを親に求められない世帯では、育児により仕事を

続けられず、離職する方々がいます。経済的理由で共働きをしてい

たのに、子育てにより片方の親が離職しないといけない状況は、家

計にとって深刻な問題です。そこでお伺いします。

（１）本町のファミリー・サポート・センターの援助会員と依頼会

員の人数、利用状況は。

（２）本年より本町で開室した病児・病後児保育室の利用状況が、

感染症が流行していないこの時期であってもキャンセル待ちと

なっていることが度々ありますが、その住民ニーズの高さにつ

いて町としてはどう考えますか。

２ 有事に備えた安

全確保について

昨今の世界情勢は非常に不安定です。日本においては、中国との

関係や北朝鮮の複数回にわたるミサイル発射など、軍事上の緊張が

高まっているように感じます。そしてここ精華町には、陸上自衛隊

祝園分屯地という防衛施設がありますので、もしもの有事の際には

当然攻撃目標となる可能性があります。

２０２４年の航空研究センターのレポート「極超音速滑空体に対

する措置に関する法的試論」によると、仮にどこかの国が日本に向

けて極超音速ミサイルを発射したとすると、着弾の約２分半前に自

衛隊のレーダーで探知されるとのことであり、内閣官房に伺った話

では、住民への国民保護サイレンが鳴動するまでには若干のタイム
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ロスが起きてしまい、サイレン鳴動から着弾までの安全確保の時間

はさらに短くなってしまうようです。また極超音速ミサイルは低空

を高速で飛行するため、現在では迎撃は困難とされています。そこ

でお伺いします。

（１）本年８月２０日に実施されたＪアラートの全国一斉情報伝達

試験では、町内１３か所の防災行政無線は正常に作動しました

か。

（２）国民保護サイレンが流れた想定の身を守る訓練は、精華町内

の役場や学校などで実施されたことはありますか。

（３）精華町国民保護計画は令和２年３月が最終の更新となってお

りますが、見直しについての考えはありますか。

３ 役場庁舎内の環

境改善による働き

方改革ついて

現在、この庁舎の空調の設定温度は２７℃で運転しています。委

員会や各課とのお話で本庁舎に来るタイミングが度々ありますが、

来るたびに職員の方々が仕事をされている環境が暑すぎるように感

じていました。

そこで私は、本年７月４日・１５日・３０日と３度にわたり各階

の室温と湿度を測定しました。平均としては５階が約２７．９℃、

３階が約２７．５℃、２階が約２６．７℃であり、湿度は５５から

６０％の間でした。来庁者の多い２階は僅かに涼しく感じましたが、

５階はかなり暑く、７月４日１０時の測定では室温が２８．１℃で

湿度が６０％あり、これは熱中症予防の指標である暑さ指数（ＷＢ

ＧＴ値）でみると「注意」より一つ危険度が上の「警戒」の枠内で

した。あまりの暑さに作業効率が落ちているのではないでしょうか。

日本建築学会の論文「オフィスの温熱環境が作業効率及び電力消

費量に与える総合的な影響」では、室温が２５．０℃から２７．５

℃まで上昇すると、作業効率が４％下がるという研究が発表されて

います。実際に兵庫県姫路市役所では、２０１９年に夏場のエアコ

ン設定温度を今までの２８℃からあらため、試験的に２５℃にした

ところ、作業効率が向上したことで残業時間が一人当たり月約３時

間減少し、全体で１４．３％減少しました。光熱費は少し増加した

ものの、人件費が減少したためトータルではかなりの歳出を削減で

きており、職員の疲労軽減や働き方改革の観点から、現在も２５℃

設定を継続しているとのことです。そこでお伺いします。

（１）本町役場庁舎の空調の設定温度について、今までに職員や町

民の方から何かご意見はありましたか。

（２）本町役場庁舎の空調の設定温度について、姫路市役所を参考

に試験的に下げてみてはいかがでしょうか。
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質問順 ⑦

質 問 事 項 質 問 要 旨

２０番 神 田 高 宏

１ 陸上自衛隊祝園

分屯地における弾

薬庫増設に係る工

事説明会について

陸上自衛隊祝園分屯地に弾薬庫がどれだけ増設されるのか、また、

トマホーク等の長射程ミサイルが保管されようとしていることにつ

いて精華町の将来を心配しています。

（１）先日の町主催説明会において、在勤者や町内の法人を除外し

た理由はなぜですか。これら除外された方も対象とした説明会

を精華町主催又は防衛省主催での開催を防衛省に要望するべき

であると考えますがいかがですか。

（２）令和７年７月２４日の説明会で、弾薬庫増設により住宅の価

値が下がるという意見に対し、「防衛省に魅力ある街づくりに

協力してもらう」と答えられています。町長が、「長射程ミサ

イルを保管しないで」と要求することが魅力ある街づくりに寄

与すると考えますがいかがですか。

（３）防衛省は、１棟の弾薬庫に爆薬最大４０ｔを保管した場合、

保安距離（５５０ｍ）を確保していると回答していますが、隣

の弾薬庫を誘発した場合はそれ以上の被害が及びます。個々の

火薬庫の弾薬量だけで保安距離を計算することは危険であると

考えますがいかがですか。

２ 祝園弾薬庫周辺

の状況について

トマホーク等の長射程ミサイルを保管するということは、戦争の

加害者になるということであり、日本中どこにも要りませんが、特

に関西文化学術研究都市の中心部は有事の際の攻撃目標になること

から避けなければなりません。

（１）祝園弾薬庫から１ｋｍ以内である重要土地等調査法（規制法

）の「注視区域」には精華西中学校等が含まれますが、「注視

区域」内の公共施設、企業研究所を把握されていますか。

（２）「注視区域」に「人口集中地区（ＤＩＤ）」は有りますか。

（３）重要土地等調査法（規制法）による監視でさらに住民の負担

が増加していると考えますがいかがですか。

３ 祝園弾薬庫受入

れ時（１９６０年

）の「確認書」に

ついて

町長は、祝園分屯地の存在は、関西文化学術研究都市の中心に位

置する精華町にとって、ふさわしくない施設であると認識されつつ、

基地との共存を基本施策の一つとされているとのこと。

しかし、基地との共存を選択された当時と現在では状況が大きく

変化しています。それは、弾薬庫が関西文化学術研究都市の中心に

位置すること以上に自衛隊の質が変わりつつあるということです。



13

反撃能力（敵基地攻撃能力）を持つトマホーク等の長射程ミサイル

を保管するということは、専守防衛を逸脱する行為です。精華町非

核・平和都市宣言（昭和６２年制定）では、「精華町は、戦争に協

力する事務は行わない。」とうたっています。

（１）「確認書」は、意義ある文書であり、令和６年度でも６月会

議、９月会議、１２月会議、３月会議で質問、答弁されていま

す。確認書に対する認識は、令和４年度の６月会議で認識を確

認した、また、本町が先に認識し、近畿中部防衛局にも確認し

たと答弁されています。確認書は精華町の要望に対し防衛省、

自衛隊が（確認）回答した文書ですので、精華町から「契約的

意味合いはない」等という認識を発することは、精華町民に対

して損失を与えたものであると考えます。近畿中部防衛局と相

互協議し認識を統一したものではないですか。「契約的意味合

いはない」という認識に至った理由、経過を再度伺います。

（２）自衛隊の質が大きく変わりつつある現在、令和４年度６月会

議での認識を改めるべきであると考えますがいかがですか。
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質問順 ⑧

質 問 事 項 質 問 要 旨

５番 村 田 周 子

１ 在宅医療・介護

の連携について

本町として、在宅医療・介護連携の推進に向けた取り組みを進め

ておられ、看取り期のケア体制づくりでは、在宅医療・介護に関す

る相談支援、多職種間の相談も実施されています。そして、かかり

つけ医との連携の重要性や連携促進に向けた関係づくりが重要であ

ると考えます。そこで、お伺いします。

（１）地域包括支援センター機能の充実について

地域包括支援センターは、地域に住む高齢者の健康や生活を

総合的に支え、地域包括ケアシステムの中核的な役割を持つ機

関であり、重要な役割を果たしています。そして、本町の地域

包括センターも北部・南部地域の２区分から北部・中部・南部

と３区分に分かれ、体制強化が図られました。とても喜ばしい

ことです。一方で「地域包括支援センターって何。どこにある

の。」などと思っておられる方々も多くおられます。

住民への地域包括支援センターの役割、設置場所などの周知

方法は。

（２）看取りに関する普及・啓発について

高齢者が自然に亡くなられるまでの過程を見守ることを「看

取り」と呼びますが、後期高齢者の増加に伴い、在宅で介護を

受けている人の医療ニーズが高まり、本人の希望に応じた在宅

生活の継続や在宅での「看取り」のためには、医療と介護が連

携してサービスを提供することが重要と考えます。

本町における、「看取り」に関する普及・啓発の現状と課題

は。

（３）家族介護者の支援について

介護する家族の方は、肉体的・精神的・金銭的な負担が蓄積

されやすく、さまざまな悩みや不安を抱えながら介護を続けて

いる方が少なくありません。

本町における家族介護者の支援の現状と課題は。

２ 本町の防災につ

いて

近年の気候変動に伴い、今まで経験しなかった豪雨や台風などの

風水害が日本中で発生しています。また、南海トラフ地震などの大

規模地震の発生が切迫している中、昨年元旦、能登半島地震が発生

し、多くの方々が被災され、今なお避難生活を余儀なくされていま

す。一方で、昨年８月８日１６時４３分ごろに日向灘を震源とする

地震（最大震度６弱、マグニチュード７．１）が発生し、気象庁か
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ら、「巨大地震注意」が発表されました。また、今年１月１３日２

１時１９分ごろにも日向灘を震源とするマグニチュード６．６の地

震が発生しました。南海トラフ地震は、３０年以内に８０％程度の

確率で発生するとされ、本町にも被害が想定されており、自然災害

から免れることはできません。そこで、お伺いします。

（１）自主防災会（自主防災組織）について

自主防災組織とは地域住民が「自分たちの地域は自分たちで

守る」という意識のもと、自主的に結成する組織のことであり、

災害による被害を予防し、軽減するための活動を行う地域住民

の共助による自発的な防災組織です。その役割は、地域住民が

協力して災害に備え、被害を最小限に抑えることであります。

本町の自主防災会（自主防災組織）に対する助成金の申請及び

その活動報告の方法は。

（２）防災士の養成について

京都府では、災害発生時に重要となる地域住民の自発的な避

難行動の促進や地域コミュニティの共助意識の醸成等、地域防

災力の向上を図ることを目的に、地域防災のリーダーとなる防

災士を養成するため、防災士養成研修を開催されています。

その研修は京都府からの助成制度により、今年も個人負担金

が８０００円となっていますが、令和７年度京都府防災士養成

研修の受講費用８０００円について、本町の助成制度を使うこ

とができると聞き及んでいますが、申請手続きから助成金の受

け取りまでの流れは。

３ 町の花・バラに

ついて

今年は町制７０周年の節目の年です。学研都市精華町をＰＲする

ための取り組みの一環として、改めて、町のシンボルである「町の

花・バラ」を活用した取り組みを進めていただきたいと考えます。

そこでお伺いします。

（１）町役場敷地内に「町の花・バラ」を植樹することについて、

令和６年度３月会議で一般質問しましたが、その後の進捗状況

は。

（２）「町の花・バラ」を活用した新たな取り組みは。
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質問順 ⑨

質 問 事 項 質 問 要 旨

７番 西 田 亜 紀

１ 街路樹の根上が

り対応等について

一般的に街路樹には環境保全、交通安全、景観向上など様々なメ

リットがあるとされています。街路樹における樹木等は、住民の身

近な緑であり、「安らぎ」や「癒し」などの心理的効果を与えてい

ます。また、近年は夏の猛暑日の涼をとるための役割も担っており

ます。植樹から数十年が経過し、老木化、大木化した街路樹が増え

ています。道路の下の土は、舗装が壊れない様に硬く作られていま

す。街路樹は、空気と水を取り込む為に根を伸ばそうとしますが、

土が硬過ぎるうえに、空気と水、養分が不足しているので、なかな

か生育することができません。台風や大雨、腐敗による倒木などの

危険性の高まりや、街路樹が生長するにつれて根が太くなることで、

根が歩道の縁石や舗装を持ち上げ、歩道がでこぼこになる「根上が

り」が起こります。そのため高齢者や歩行者、車いす、ベビーカー

の通行に支障をきたす状況となり、全国各地で問題となっています。

この状況を踏まえ、樹木等の本来の役割と機能を再認識し、町と

しての統一的な考えのもと、樹木等の維持管理について問います。

（１）街路樹の計画的な維持管理指針は作成されていますか。

（２）街路樹に植えられた樹木の越境枝、高木等の対策は。

（３）過去の５年間に街路樹の根上がりについて相談があった件数

は。

（４）相談後どの様な対応をしていただけるのか。

（５）根上がりにより、犬の散歩、ウォーキングなどで高齢者の方

々が転倒するという事例をお聞きしていますがその様な場合の

補償などはあるのか。
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質問順 ⑩

質 問 事 項 質 問 要 旨

１５番 森 田 喜 久

１ 学研都市クラス

ター間の都市計画

道路等の進捗につ

いて

現行の精華町都市計画マスタープランの改定について、令和７年

中の完了予定であることは、先般、議会全員協議会で報告をいただ

いたところですが、マスタープランでは、将来の市街化の可能性を

調査検討する区域も示しながら、具体的に市街化編入の調査検討に

ついては、近隣市町の動向に十分注意しなければならないところで

す。特に隣接の生駒市高山地区では、土地区画整理事業に向けて、

地権者の準備組合が設立されたと聞いております。生駒市としまし

ては、学研都市の中心地である精華・西木津地区とのアプローチが

是非必要とされており、早くクラスター間の都市計画道路を整備し

たいとされています。一方、精華町側では、東畑地区で地元役員と

地権者で開発推進委員会を設置され、委員会の開催、また生駒市へ

の研修等精力的に取り組まれているところです。そこで３点につい

てお聞きします。

（１）クラスター間の都市計画道路、いわゆる高山東西線と精華大

通りの延伸について、生駒市側とどのような調整をされている

のか伺います。

（２）都市計画マスタープランで示す市街化の可能性を検討する区

域等、総合計画で「未来のゾーン」に位置づけた区域について、

町としてどのような取り組みをされようとしておられるのか。

また、調査費の予算計上は検討されているのか伺います。

（３）学研都市推進の観点から、京都府や奈良県との調整はどのよ

うに取り組まれているのか、また、クラスター間の都市計画道

路をいつまでに整備されようとしているのか伺います。

２ 農業施策につい

て

町では、令和７年度精華町農業再生協議会水田収益力強化ビジョ

ンが作成され、水田の畑地化を推進されるようになっていますが、

昨今のコメの問題もあり、ＪＡ等との調整も必要と思うが、コメの

生産力強化が必要になるのではないかと考えます。国においても、

生産調整からコメの生産増に舵を切って進めることが報道等で発表

されています。その中には、スマート農業技術の活用も言われてい

るが、ドローンを使ったり、農地の集約で区画を大きくし効率化を

図る考えもあります。しかし、本町では困難とも思われるが、町と

して、コメの生産力強化の必要性について、どう捉えておられるの

か伺います。また、営農者の高齢化に加え、生産価格の問題もある

ので、精華町として、増産体制に向けて、今回の強化ビジョンの畑
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地化の取り組み方針の見直しも含め、営農意欲のある若い世代に加

わっていただくための、コメの増産計画の施策は検討されていない

のか、どうすれば米作農業で生活できるのか等、関係者で検討され

ているのかを伺います。
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質問順 ⑪

質 問 事 項 質 問 要 旨

２１番 三 原 和 久

１ 男性の育休取得

について

少子高齢化が加速し、労働人口の減少が見込まれる中、女性労働

者の離職防止や継続就業の促進といった女性活躍推進の観点から、

男性の育児休業の取得促進は、ますます重要性が高まっていると感

じています。男性の育休取得率について厚生労働省の調査では４０

．５％と、前年度より増えて、過去最高となりました。政府は、男

性の育休取得率を５０％、２０３０年までに８５％とする目標を立

てていて、厚生労働省は「男女ともに希望に応じて仕事や子育てが

両立できるような環境の整備に努めていきたい」としています。

そこで伺います。

（１）男性職員が育児休業を取ることに対しての考えは。

（２）精華町の男性職員の育児休業取得率は。

２ 学校のプール授

業について

２０２５年は、地球温暖化によって世界中で熱波などの異常気象

が多くなっています。猛暑、豪雨、豪雪といった「異常」とされて

いる気象が、いまや毎年のように日本列島を襲っています。私たち

はすでに「異常気象が普通になった時代」に突入しているのですが、

この先はさらに、現在の子どもたちが生きているうちに、「食糧危

機」や「種の絶滅」、「海面上昇」など、人間の生活や生命を脅か

す大きな問題に発展する可能性も指摘されています。

そこで、連日の厳しい暑さの影響を受けない、小中学校の水泳授

業については、自校の屋外プールを利用せず、天候、気温などに左

右されない、校外の屋内温水プールを利用し、外部のインストラク

ターの指導による授業が、試行的に精華町でも行われていますが、

今後の課題である「学校プールの老朽化」や「教職員の負担軽減」

にもつながる事を踏まえ、校外の屋内温水プールを利用することに

ついて、今後の考えは。
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質問順 ⑫

質 問 事 項 質 問 要 旨

１７番 内 海 富久子

１ 不登校の子ども

の「保護者会の設

置」について

不登校の子供を支援していく上で、その保護者を支援していくこ

とは重要であり、不登校の子供の保護者の会は非常に重要な役割を

果たしています。しかし、保護者の会は意欲ある保護者が自主的に

設置しているため、地域によって状況が様々であることから、令和

５年度９月の一般質問において、教育委員会が主催してスクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワーカーが関係機関等と連携し、

不登校の子供の保護者であれば誰でも自由に参加できる「保護者の

会の設置」を求めました。そして、先月８月５日に、「精華町教育

委員会（教育支援室）」主催による「第１回不登校の子を持つ保護

者の会」が開催されました。今後に期待を込めて、伺います。

（１）情報発信と周知方法、参加状況は。

（２）実施された経緯と、今後の継続的な運用、取り組みについて。

２ 災害時のトイレ

環境等の整備につ

いて

能登半島地震の教訓の一つとして、人間の尊厳や命にも関わる「

トイレの問題」が顕在化した。災害時のトイレ環境の改善は「災害

関連死」を防ぐために不可欠な取組であり、被災者の「命を守る」

取組として重要です。災害用トイレには様々な種類があり、携帯ト

イレ、簡易トイレ、仮設トイレ、マンホールトイレなどがあります。

本町は、いち早く国の交付金を活用してトイレカーを導入されたこ

とは評価します。大規模災害への備えには、停電や断水が続くこと

も想定し、さらなるトイレ環境の整備が必要と考えます。

そこで、下記について伺います。

（１）トイレ環境の対策と備蓄の現状は。

（２）在宅避難に向けての防災グッズ、携帯トイレなどの備蓄品の

必要性と使い方について、地域の防災士や自主防災会などによ

る周知啓発の取組状況は。

（３）「自動ラップ式トイレ」の導入について

避難所では、水を使用せず、臭いや大腸菌を漏らさない防臭

フィルムで、排泄物を自動密封することができ、ラップされた

袋は紙おむつと同様の処理が可能です。備蓄品として有効であ

りますが、町の考えは。

（４）福祉避難所として指定している介護福祉施設における「携帯

トイレ」「簡易トイレ」の備蓄などの現状把握・支援について、

町の取り組みは。
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３ 障害手帳の電子

化「ミライロＩＤ

」の導入ついて

障がい者の方が、公共交通機関や施設などで利用料の割引などを

受ける際に、障害者手帳の提示によることが一般的な方法であるが、

障がい者が移動する際の利便性の向上の観点から、２０１９年１月

には国土交通省が、鉄道、自動車、航空、船舶の各社に対し、障害

者手帳の確認方法を見直すよう通達を出しています。障害者手帳の

使用感に関するアンケートの結果では、障害者手帳に不便を感じる

理由として、取り出す・提示するのが面倒という理由が約６８％（

２０１９年６月実施「ミライロ・リサーチ自主調査」）であり、障

害者手帳の提示に代わるスマートフォンアプリ「ミライロＩＤ」を

導入する自治体や民間企業が増えています。そこで、次の点を伺い

ます。

（１）障害者手帳の交付状況は。

（２）障がい者割引を受けられる公共交通機関や公共施設は。

（３）障害者手帳アプリ「ミライロＩＤ」の導入について町の考え

は。
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質問順 ⑬

質 問 事 項 質 問 要 旨

９番 岡 田 三 郎

１ 飼い主不明猫（

野良猫）対策につ

いて

従来、動物の飼育や取扱いに起因する問題は、マナーや住民間の

問題としてとらえられてきたが、国は「人と動物の共生する社会の

実現」のために「動物の愛護及び管理に関する法律」を施行し、動

物の愛護と並んで、動物による人の生命・身体・財産に対する侵害

や、生活環境の保全上の支障を防止することを求めている。そして、

同法第５条に基づき、環境省は、令和２年に「動物の愛護及び管理

に関する施策を総合的に推進するための基本的な指針」を策定して

いる。その指針の中では、「行政主導による合意形成を踏まえたル

ール作り又はルール作りに対する更なる支援等、地域の実情に合わ

せた対策や対応が必要」と記されている。動物の飼育や取扱いに起

因する問題は、行政による取組みが求められている。

動物愛護の観点からも、飼い主不明猫の存在は問題視されている。

令和４年度の猫の殺処分の状況は、全国で９，４７２頭、京都府

では４９０頭となっている。また、殺処分以外に野良猫が交通事故

等により路上で命を落とす「ロードキル」は、殺処分で亡くなるよ

りはるかに多いといわれている。

過去の一般質問において、飼い主不明猫に対する地域住民からの

苦情等の問題で、行政のルールづくりの必要性や、犬猫殺処分対策

としての譲渡会の開催等についての指摘があったが、どちらも明確

な対策や取組への答弁がなかった。

（１）本町としての今後の取組みの考えを伺う。

（２）令和７年度６月会議での「精華町飼い主不明猫の避妊・去勢

手術費等補助金制度導入を求める請願書」の採択を受けて、行

政の考えを問う。

２ 児童遊園につい

て

本来、児童遊園は児童福祉法第４０条に規定されている児童厚生

施設の一つで、児童の健康増進や、情緒を豊かにすることを目的と

し、児童に安全かつ健全な遊び場所を提供する屋外型の施設である。

そして、児童厚生施設としての児童遊園の設備運営は、広場・遊

具及びトイレ等を設けることや、児童の遊びを指導する者を配置す

ることも基準とされている。また、地域組織活動を育成助長する拠

点としての機能を有することも標準的児童遊園設置運営要綱に規定

されている。

本町の児童遊園の設置に際しては、それぞれの地域での設置時の

状況は様々だったと推察されるが、現状の本町の児童遊園の管理状

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%90%E7%AB%A5%E7%A6%8F%E7%A5%89%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%90%E7%AB%A5
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況や子供たちの利用状況など、本来の機能が発揮され有効に機能し

ているか疑問な場所もある。子どもたちの使用に耐えない状態の児

童遊園もいくつかあるように思われる。

本町は「精華町立児童遊園の設置及び管理に関する条例」を平成

１９年から施行し、あくまで設置管理と、利用制限や禁止事項など

は規定しているが、設備や運営についての規定はない。

（１）現状３６か所ある児童遊園の現状や、利用状況等は把握して

いるのか。

（２）児童遊園の管理についての対策は。

（３）地域の事情を考慮した違った活用方法等、今後の管理や運営

を見直す考えは。

３ 住宅の耐震化に

ついて

令和６年度１２月の一般質問で触れている「精華町建築物耐震改

修促計画」における令和７年度の目標耐震化率は、未達に終わる見

通しとの答弁であった。

京都府が発表している「地震被害総括表」による本町の地震被害

想定は、３０年以内の発生確率が８０％とされている南海トラフ地

震の場合、全壊２８０戸とされている。又、生駒断層帯の地震発生

時は、全壊２７００戸とされている。

過去の地震災害の教訓から、国や府、そして本町も住宅の耐震化

については、耐震診断補助や耐震改修費の補助金の増額などを行っ

てきているのは認識している。しかし、ここ数年の木造住宅耐震化

への進捗を見ても改善の気配が感じられない。こうした状況で、住

民の安全・安心を守るといえるのか。

昨年の一般質問で述べられた啓発活動の精査や、より実効性の上

がる取組みをしていきたいとの答弁について考えを伺う。

（１）本町の木造住宅の耐震改修補助対象住宅は何戸あるのか。

（２）令和６年度における耐震診断や、耐震改修工事費等の補助の

申請件数は。

（３）より実効性の上がる取組みとして、どのようなことを予定し

ているのか。
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質問順 ⑭

質 問 事 項 質 問 要 旨

１４番 青 木 敏

１ 「子どもや孫た

ちの未来のため」

について

今年は戦後８０年で、ネットや新聞、テレビなどで広島、長崎の

原爆や終戦、戦争体験などの記事が多かった。また、個人的な興味

として、「なぜ、戦争は起こったのか」などの近代史を読むことが

多くなったし、昨年、広島の原爆資料館にも行った。戦争体験談で、

戦争は良かったと書かれているのは見たことがない。どれも悲惨で

ある。子どもたちや孫たちの未来のためにも絶対に戦争はダメだと

思っている。先日「戦争は、その姿を現す随分前から始まっている

ものです。おそらくは人々が口をつぐみ、物申すことをやめたとき

から」という記事を読んで、戦争に向かわないよう、機会あるごと

に声を挙げ、意識することが改めて大事だと思った。

（１）精華町非核・平和都市宣言について

昭和６２年１２月に「精華町非核・平和都市宣言」が制定さ

れている。この頃、非核三原則の核を持ち込まずが、怪しくな

ってきた。今後も宣言内容は堅持され、変わることはないと思

っていいのか。

（２）祝園弾薬庫について

我が国を取り巻く環境、状況は、以前と大きく変わり、米中

関係や台湾への侵攻が危惧されるなど不安定であることも理解

している。解決方法が話し合いだけでは難しく、外交上も軍事

力の備えが一定必要だとも思っている。弾薬庫の増設について、

個人的には、積極的な賛成ではないことを伝えたい。町は、住

民と一緒になって徹底した安全対策を国、防衛省へ要請するこ

とを強く求める。

２ 平時の防災対応

について

令和７年７月の議員研修会で「平時の防災と議員の役割」の話の

中で、平時の防災対応、事前準備について、関心と興味を持った。

（１）本町の現状を確認する。

① 大災害時の職員の対応、態勢はどう考えているのか。

職員の業務量は平時の２０倍ほどになるとのことである。

本町では平時でさえ人数が足らないと聞くが、大丈夫なのか。

② 本町で大災害が起こった時、誰が支援するのか。

東日本大震災時に避難するのを「誰が支援をしたのか」と

いう実態調査では、１位家族・同居者、２位近所の人・友人、

３位福祉関係者、４位消防・消防団とのことである。本町も

同様ではないかと考えるが、支援体制は万全か。

③ 本町の個別避難計画作成の目的は。

「命を守るために」は、誰かと一緒に安全な場所に早く逃
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げることが命を守る防災のコツである。個別避難計画を作る

プロセスで「つながりをつくること」ができる。平時も災害

時も支える社会、要支援者も支援者も職員も一緒に個別避難

計画を作ることが目的ではなく「地域共生社会」をつくるこ

ととの話があった。本町の考えは。

（２）以前からの要望、提案を、改めて行う。

① 避難経路の確保は。

線路を跨ぐ東西連絡道路、踏切改修はできないのか。本町

で想定される大災害は、地震と木津川の決壊による浸水であ

る。ハザードマップで見ると、一目同然で危険な地域が重な

り合っている。以前から避難経路として懸念されている。早

急な対応を求める。

② 「共生社会」住民とのつながりをどう作るか。

大災害時には、地域住民の「つながり」は必要と考える。

身近な自治会、自主防災会、その他の団体の支援が必要であ

る。災害時に各種団体の支援を求める体制づくりの考えはな

いのか。

③ 住民参加の大災害時訓練の実施を。

議員研修で災害時対応の訓練が必要との話があった。訓練

の内容も今までイメージしていたものと違っていた。毎年地

域で行われているが、大災害時に対応できるのか気になる。

また、防災食育センターもでき、打越台も防災受援施設とし

ての機能も持つとのことである。一度、大災害を想定して、

東西の道路横断や高齢者、障がい者、要配慮者などの避難経

路の確認、また、２０００食の食事の提供、場所の確保、テ

ントやコット（簡易ベッド）、移動式トイレの使用などの訓

練の実施を。実際に訓練を行うことにより課題がわかる。

３ 交通事故対策に

ついて

通学路および危険個所の交通事故対策がたびたび一般質問でも取

り上げられている。交通事故対策で桜が丘地区にはゾーン３０が設

置されている。以下を問う。

（１）ゾーン３０の設置は住民からの要望があったものと思われる

が、要望があってから設置までの経緯、期間と、設置までの課

題、設置後、住民からの意見などを併せて問う。

（２）先日の議会報告会で住民から光台、精華台地区にもゾーン３

０の設置をとの意見があった。今までに設置の要望はないのか。

（３）南稲地区の町道について、住民から車の往来も多く、スピー

ドが出ている。通学路としても危険で、何とかならないのかと

の相談があった。信号機の設置やゾーン３０の設置は難しいか

もしれないが、徐行表示やバンプなど物理的デバイスでの対策

を望む。
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質問順 ⑮

質 問 事 項 質 問 要 旨

１０番 竹 川 増 晴

１ 町民誰一人負傷

しない「国民保護

計画」の策定につ

いて

令和２年３月に改訂された「精華町国民保護計画」について伺い

ます。

（１）Ｐ３１第２編第６章の４「武力攻撃事態等において町民が取

るべき行動等に関する啓発」において、これまで町民にどのよ

うに周知・普及してきましたか。

（２）Ｐ５４第３編第３章第２の４「避難住民の誘導」の（２）「

自衛隊施設の周辺地域における町民の避難」に「平素から・・

・調整に努める」とあるが、具体的に平素からどのように調整

に努めてきましたか。

（３）Ｐ５６～５７第３編第３章第２の５「武力攻撃事態に応じた

対応」（１）弾道ミサイル攻撃の場合において、精華西中学校

などが国から避難施設として指定されていますが、そのほかに

シェルターを設置する考えはありますか。また、精華町が主体

的にシェルターを設置し、

そこに国が補助をすると聞いていますが、何％の補助ですか。

（４）Ｐ６７第３編第６章第２「応急処置等」の５「消防に関する

処置等」に関して、消防と住民との訓練の計画と実施はどうな

っていますか。

２ 高齢者のごみ出

し支援制度につい

て

令和７年９月には第１回目のごみ出し支援制度の検討委員会が開

かれる予定です。大阪府枚方市では「ふれあいサポート収集」とい

う制度があり、家庭から排出されるごみを収集場所まで持ち出すこ

とが困難な高齢者、障がい者等で構成される世帯に対し、玄関先ま

で個別に伺い、ごみを収集します。高齢化社会に対応したごみ出し

支援制度を導入するための手引き・マニュアルを作成することが求

められています。具体的な支援内容として、①戸別収集、②ごみ集

積所（ごみステーション）までごみを運ぶ、③見守りサービス、ご

み出しの際の高齢者の安否確認を行うなど、いろんな支援、サポー

トの仕方があります。きめ細やかなごみ出し支援制度を導入してい

る自治体もあります。この高齢者のごみ出し支援制度を導入する際

の課題として、予算の確保、人員の不足、収集車両の不足、支援団

体や支援者が確保できないこと、すなわち、ヒト・モノ・カネです。

そこで伺います。

（１）「検討委員会」の内容、開催予定はどうなっていますか。

（２）収集するごみには何種類もありますが、週２回の一般ごみ（
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燃えるごみ）にしぼって、戸別収集するのにかかる費用（ラン

ニングコスト）はいくらですか。また、戸別収集が一番の解決

策ではないですか。

（３）現在、町が考えている支援制度はどのようなものですか。

３ 子どもの不登校

の支援について

子どもの不登校はこの１０年で３倍と急増し、小中学校で３５万

人近くになりました。この数字には個別登校やフリースクール、支

援センターなどに通っている子どもは含まれていません。不登校を

なまけや弱さと捉えたり、親の甘やかしのせいだというのは誤りで

す。不登校は「いのち」の問題です。子どもの権利の立場から考え

ると、子どもが学校に行くことは義務ではありません。義務教育の

「義務」とは、子どもの教育への権利を保障するための親と国の義

務の事です。子どもは安心して休む権利があります。令和７年６月

にあった参議院決算委員会で、石破首相も「子どもの権利が尊重さ

れるためには学校を休むことも必要だ」と答えています。この１０

年で子供の不登校が３倍になったのと同じように、精神性疾患で休

業した教員が２０年で６倍に急増しています。子どもも先生も学校

に行けなくなっている緊急事態と言えます。教育予算を抜本的に増

やし、教育基本法改悪以降の過度な競争や管理、抑圧するような教

育政策の押し付けそのものをやめる大転換が必要です。特に全国学

力テストはすぐにでもやめるべきです。全国知事会でも「都道府県

別の公表に何の意味があるのか」と言っています。学校を子どもに

も教員にも面白い場に変えましょう。そこで伺います。

（１）親の会やフリースクール、専門家と協力して、不登校に関す

るネットワークを構築できるような支援を考えていますか。

（２）本町における不登校の実態はどうなっていますか。

（３）養護教諭、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワー

カーのさらなる充実など、相談体制の拡充を考えていますか。

（４）親子からの具体的な要望に、柔軟に対応し、出欠連絡や宿題

などの負担を減らすことも考えてはどうですか。

（５）町単費で教員を採用し、小中学校で３０人学級を実現し、教

員の多忙化を解消することを目指しませんか。
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質問順 ⑯

質 問 事 項 質 問 要 旨

１番 德 田 貴 仁

１ 正規職員と非正

規職員の雇用につ

いて

本町の職員構成を見ると、正規職員と非正規職員の割合がほぼ半

数となっており、全国の自治体全体（２０２０年４月時点、約２９

％）と比べても非正規比率が高い傾向にあります。

私自身も１４年間、非正規として同じ仕事を担ってきましたが、

正規と非正規の間には職務内容が同等であっても、待遇や職場環境

に大きな格差があると痛感してきました。

今後、行政サービスの質を高めるためには、職員のモチベーショ

ン向上が不可欠であり、そのためには待遇格差の是正や職場環境改

善が必要です。

例えば、非正規職員には「職員証の未配布」や「ロッカーの不足

」などの声が上がっています。京都市や向日市では非正規職員に対

しても職員証を交付し、セキュリティ確保と職場環境改善を両立し

ている例があります。

そこで伺います。

（１）本町として、非正規職員に職員証の配布やロッカーの整備を

進める考えはあるのか。

（２）非正規職員の比率が高い現状を踏まえ、今後の正規職員の配

置の見直しを検討しているのか。

（３）府内自治体の先進事例を参考に、処遇改善を図る考えはある

のか。

２ 子ども食堂、居

場所づくりについ

て

前回（令和７年度６月会議）において、本町独自の「子ども食堂

」方針について尋ねた際には、「現時点で町独自の考えはない」と

の答弁がありました。

しかし、近年は「子ども食堂」や「子どもの居場所づくり」が全

国的に注目され、京都府内でも積極的な支援を行う自治体が増えて

います。

例えば、宇治市では、市と社会福祉協議会が連携して食材提供者

と子ども食堂をマッチングする仕組みを構築し、八幡市では、一人

親家庭や低所得世帯の子どもへの学習支援を行政が後押ししていま

す。

本町は「学研都市」として、そして「こどもを守る町」宣言の町

として、子どもたちの健やかな成長を支える役割が大きいと考えま

す。

支援の形は多様であり、食材提供者とのマッチング、企業からの
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寄附・協力の申し出を情報共有する体制づくり、居場所支援団体と

の協働など、町ができることは多いと考えます。

そこで伺います。

（１）本町として、子ども食堂や居場所づくりを支援する仕組みを

構築する考えはあるのか。

（２）支援団体や企業とのマッチングを行政が仲介する仕組みを検

討できないか。

（３）一人親家庭や低所得世帯の子どもに対する学習支援について、

府内の先進事例を踏まえ、町独自に取り組む考えはあるのか。


